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お気軽にご連絡ください。TEL086-470-0662

－市民が主人公の市政めざして－

２月定例市議会を振り返って 
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庶民大増税に反対し、憲法を守りぬきます。 

 

今議会は、チボリで始まった議会でした。

しかしながら、この間みなさんとご一緒に

運動し取り組んできたことが、予算として

実ることになった議会でもありました。 

バス路線廃止後の代替交通手段としての

乗合いタクシーに、初めての補助がおこな

われることをはじめ、ＪＲ倉敷駅ホームへ

のエレベーターの設置など数多くあげられ

ます。 

また、その一方で介護保険料、下水道使

用料などの値上げ。戦争はしないと誓った

憲法の精神に反する「国民保護法」関連議

案。そしてすべてのことを市場原理に任せ

てしまおうとする市場化テスト「官民競争

入札制度」の計画など、市民生活にとって

看過できない問題もあります。 

引き続き、“市民の目線”で市政をしっ

かりと監視し、住民要求実現のため頑張り

ます。 

2月定例会本会議で質問する末田正彦市議 

日本共産党倉敷市議会議員 末田 正彦 sueda@mx7.kct.ne.jp TEL086-470-0662 FAX086-470-0668 

倉敷市議会議員   末 田  正 彦

無料生活相談：毎月第１，第３水曜日(公務等で日程変更の場合あり) 9:30～12:00 日本共産党児島後援会事務所にて

1月８日 倉敷市成人式 ２月５日 第 32回児島学区子ども会文化祭 
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１．児島地区のまちづくり事業について  

【質問】 事業実施にあたって、市民の強い

要望である災害に強いまちづくりの観点は

反映されるのか。また、市民・行政協働のま

ちづくりとの整備方針となっているが、整備

計画に市民はどういった形で参画できるの

か。 

【答弁】 （河田育康建設局長）防災対策に

資する事業で、実現可能な事業については整

備計画に取り込んでいきたい。また、市民参

加については、フォーラムや研究会を開催す

るとともに、計画段階から市民の意見を十分

取り入れる場を設けたい。 

 

２．安全・安心な住宅を選択できる建築行

政への転換を求めて  

【質問】 建築確認行政において、現在、民

間検査機関が行う建築確認申請が９割を越

えている。安全性を確保する、担保するため

には何が必要か。 

建築物の耐震診断・耐震改修について。耐

震改修は適用要件が市街密集地で、建物が倒

れると道路をふさいでしまう恐れのある地

区ということで厳しすぎる。適用要件の緩和

を求めたい。 

【答弁】 （神田昌幸助役）現在、国土交通

省による建築基準法及び建築士法の法改正

 

 

 

2 月定例会本会議質問の概要をお知らせします。 

が進められている。国の動向をみながら、建

築物に対する中間検査の厳正化、指定確認検

査機関への監督強化等、建築確認行政の体制

強化に努めたい。 

耐震診断補助は建築年代・用途・構造等を

問わず利用できるよう制度改正を行う。耐震

改修補助についても要件を緩和し、利用しや

すい制度へ移行する。補助制度を充実させ

る。 

 

３．高齢者虐待を防ぐために  

【質問】 新たな社会問題となっている高齢

者虐待問題の深刻な実態に対して、4月 1日

から施行される新法にもとづき、倉敷市はど

う取り組むのか。特に専門の虐待相談員の配

置、相談窓口の設置が必要だと考えるがどう

か。 

【答弁】 （小池信之保健福祉局長）地域包

括支援センターの職員、民生委員、愛育委員

などを対象に研修会を実施し、人材育成・啓

発活動を行うとともに、地域における関係機

関のネットワークづくりを進めていきたい。

そのためにも、平成 17 年度策定の「倉敷市

高齢者虐待対応ガイドライン」については、

新法に対応した改正を早い時期に行いたい。

高齢者虐待相談員の配置、相談窓口の設置

については、検討してまいりたい。 

２月８日 市議会総務委員会行政視察（北海道滝川市） ２月１１日 NPO法人「朝日訴訟の会」結成総会 

末田まさひこホームページも、ぜひご覧ください HPアドレス http://www.kct.ne.jp/~jbeans/

質問内容の一部を抜き出して、編集してあります。
2006 年 3 月 8 日質問 



４．公立保育所の民営化を許さず、公的保

育の拡充を求める  

【質問】 地方自治法第 244 条 1 項で、地方

自治体は、「住民の福祉を増進する目的をも

ってその利用に供するための施設（これを公

の施設という。）を設けるものとする」と定

められている。この条文によると、市町村に

は公の施設である保育所を設置する義務が

課せられていることになる。また、児童福祉

法第 24 条 1 項によれば、市町村は、「保育に

欠ける」子どもを「保育所において保育しな

ければならない」とある。地方自治法、児童

福祉法によると、市町村は「保育に欠ける」

子どもを保育するために、自ら保育所を設置

しなくてはいけない。 

また、公立保育所の存在そのものが、施設

も含めて民間保育所の保育水準の維持、労働

者の働く環境の維持に大きな役割を果たし

ていると考えられる。これ以上の民営化はす

るべきでない。 

 

５．下水道使用料の値上げは認められない

【質問】 今回の条例「改正」は下水道使用

料を５％値上げするというもので、この値上

げは認められない。 

1997 年の橋本大不況以来、家計所得は減

り続け、小泉「構造改革」がそれに拍車をか

けている。この 2006 年にはさらなる負担増

メニューも用意され、家計に負担増が押し寄

 (3)

 せているときに、政策的に整備拡大してきた

結果ここにきて収支が不足することになっ

たからといって、値上げをするとはいかがな

ものか。 

基本料金基準を現行 10 立方メートルから

8立方メートルに引き下げ、少ない利用の方

の負担を軽減したことは評価できるが、8割

を越える多くの世帯は値上げとなる。家計を

応援するときだからこそ、この時期の値上げ

は控えるべきだ。 

２月18日 児島公民館祭 ２月 2６日 日本原演習場日米共同訓練反対集会 

みなさんのご意見・ご感想をお寄せください。  sueda@mx7.kct.ne.jp TEL086-470-0662 FAX086-470-0668 

2006年度予算に盛りこまれた主なもの 
○バス路線廃止後の代替交通（乗合いタク

シー）への補助：児島では下津井大室～

児島駅間 

○児島唐琴地区浸水対策整備計画策定にか

かる基礎データの作成 

○倉敷駅ホームへのエレベーター設置 

○新倉敷駅自由通路へのエレベーター設置 

○耐震診断補助の拡大と耐震改修補助の適

用要件の緩和 

○乳幼児医療費の就学前までの無料化 

○前立腺がん検診の実施（50歳以上男性） 

○生活支援員の増員及び幼稚園への配置 

○発達障害児のための相談員の配置 

○特別支援教育（障害児教育）推進のため

の専任スタッフの配置 

○起業家支援の充実（施設の設置と専門相

談員の配置） 



 

 

 

小田川とくらべて遅れていた下村川の護

岸嵩上げ工事がすすみだしました。2004 年

台風 16 号の最高潮位で改修されています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

溝の道路横断部に、３ヶ所のグレーチング

蓋が付きました。 

「これで、子どものボールが詰まっても取る

ことができるし、溝の掃除もやりやすくなる

よ。よかった。」 

お孫さんをあやしていたご婦人と話にな

りました。 

 

 

 

上部の土捨場から崩壊が始まりました。被

災４日後、我が党の仁比参議院議員も現地に

入り調査。復旧工事が形になってきました。

 (４)

３月５日 児島学区子ども会歓送迎運動会 ３月２６日 被連協中国ﾌﾞﾛｯｸ親善ｿﾌﾄﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ大会

            

みぞ蓋が付きました。 

     －児島柳田町－ 

末田まさひこホームページも、ぜひご覧ください HPアドレス http://www.kct.ne.jp/~jbeans/

常磐橋から下流にむかって 

（修繕後） 

護岸のかさ上げが、進みだし

ました。 －児島下村川－ 

2004年台風23号土砂災害現

場の復旧 －児島田の口－ 

崩壊現場上方にむかって 


